
(証券コード 4239)

2018年６月７日

株 主 各 位
新潟県上越市板倉区稲増字下川原192番地６

株 式 会 社 ポ ラ テ ク ノ
代表取締役社長 森 田 博 美

　

第27期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第27期定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席お差し支えの場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、後記の株主総会参考書類をご検討いただき、お手数ながら同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2018年６月21日（木曜日）午後４時

35分までにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 2018年６月22日（金曜日）午前11時

2. 場 所 新潟県上越市本町五丁目１番11号

アートホテル上越 ２階 桜

(末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第27期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算

書類監査結果報告の件

2. 第27期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）計算書類

報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役５名選任の件

第３号議案 監査役２名選任の件
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4. その他株主総会招集に関する決定事項

　代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主様１名を代理

人として、その議決権を行使することができます。この場合、代理権を証明する書

面のご提出が必要となりますのでご了承ください。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

○当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提

出くださいますようお願い申し上げます。

○本通知の添付書類および株主総会参考書類について、修正事項が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.polatechno.co.jp）におい

て、修正後の事項を掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、米国及び欧州では景気回復が緩やかに継

続し、中国においても堅調な個人消費が経済を下支えし成長を維持しました。

　日本経済は、堅調な企業収益や雇用環境の改善などにより緩やかな回復基調と

なりました。

　このような環境の中、当社グループでは、グローバルかつ変化の大きい事業環

境においても、継続的に成長できる収益体質を実現すべく、新製品の開発、新規

市場の拡大、コストダウンを推進してまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は212億１百万円（前年同期比1.6％増）と

なりました。また、経常利益は27億50百万円（前年同期比4.4％減）、親会社株主

に帰属する当期純利益は20億23百万円（前年同期比2.2％増）となりました。

セグメント別事業の概況

　 【光学フィルム事業】

　売上高は108億39百万円（前年同期比2.9％減）となりました。

　産業用や車載用LCDパネル向けの染料系偏光フィルムは出荷を伸ばしました。一

方、温度追従型楕円偏光フィルム（TEP）は、自動車部品の構成の変化や競合各社

との販売競争が激化したことにより出荷が減少し、光学フィルム事業全体では売

上高が減少しました。

　利益面につきましては、コストダウンの推進により、光学フィルム事業のセグ

メント利益は12億50百万円（前年同期比0.7％増）でありました。
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　 【精密部品事業】

　売上高は103億62百万円（前年同期比6.8％増）となりました。

　基板フィルム貼合品及び無機偏光板ProFluxは前年並みとなりましたが、X線分

析装置部材は、従来品が堅調に出荷を伸ばしたことに加え、RaySpec Ltd.の全株

式取得後の売上が加わったことにより、精密部品事業全体では売上高が増加しま

した。

　利益面につきましては、X線分析装置部材関連の研究開発投資及びRaySpec Ltd.

の取得関連費用の計上により、精密部品事業のセグメント利益は15億89百万円

（前年同期比0.3％減）でありました。

　(2) 設備投資の状況

　当社グループにおいて当連結会計年度中に実施した設備投資の総額（計上額）

は９億23百万円（うち当社４億45百万円）であり、その内訳は、光学フィルム事

業３億90百万円、精密部品事業４億74百万円、全社58百万円であります。

　(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。

　(4) 事業の譲渡及び譲受の状況

　該当事項はありません。

　(5) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権の取得又は処分の状況

　当社は、2017年12月26日付けでRaySpec Ltd.の全株式を取得し、同社を完全子

会社といたしました。

　(6) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　該当事項はありません。
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　(7) 対処すべき課題

　当社グループは、光制御をビジネスドメインとして、「ニッチ」「高耐久」「差別

化品」をキーワードに、事業を展開しております。

　当社グループは、ますます速さを増す事業環境の変化に一歩先んじて対応する

ことが重要と考えます。この認識に基づき、以下の課題に取り組んでまいります。

　 ・新製品開発

　親会社である日本化薬株式会社や、米国、オランダ、イギリスの子会社と連

携して当社のコア技術を基盤として差別化した新製品を開発し、新製品領域の

拡大を図ります。また、当社の技術を基にした提案を行うことで潜在需要を掘

り起こし、車載用LCDパネル向けフィルム・液晶プロジェクタ部材に次ぐ収益の

柱となる新規事業の探索を引き続き推進いたします。

　 ・コストダウン

　内製化の推進や設備の自動化等による工程の見直しにより、一層の生産効率

向上を図ります。また、当社グループ内各社間における生産体制の一体化をさ

らに進め、製品競争力の強化を図ります。

　 ・海外戦略

　生産・販売拠点間の連携を深め、経営の一体化を進めることにより、経営資

源の有効活用を図ります。また、グローバル企業として、国際化に対応した人

材の育成に努めます。
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　(8) 財産及び損益の状況の推移

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第24期

(2015年３月期)
第25期

(2016年３月期)
第26期

(2017年３月期)
第27期

(2018年３月期)

売 上 高 25,441
百万円

24,179
百万円

20,867
百万円

21,201
百万円

経 常 利 益 5,631
百万円

3,970
百万円

2,877
百万円

2,750
百万円

親会社株主に帰属する当期純利益 3,686
百万円

2,818
百万円

1,979
百万円

2,023
百万円

１株当たり当期純利益 88.94
円

68.00
円

47.76
円

48.82
円

総 資 産 37,046
百万円

37,055
百万円

38,684
百万円

39,669
百万円

純 資 産 31,529
百万円

32,873
百万円

34,044
百万円

35,216
百万円

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 期中平均発行済株式数は、自己株式数を控除しております。

　 ② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第24期

(2015年３月期)
第25期

(2016年３月期)
第26期

(2017年３月期)
第27期

(2018年３月期)

売 上 高 20,119
百万円

17,323
百万円

16,071
百万円

16,474
百万円

経 常 利 益 4,666
百万円

2,723
百万円

1,550
百万円

2,435
百万円

当 期 純 利 益 3,173
百万円

2,029
百万円

1,239
百万円

1,963
百万円

１株当たり当期純利益 76.55
円

48.95
円

29.90
円

47.37
円

総 資 産 29,410
百万円

29,599
百万円

31,165
百万円

32,055
百万円

純 資 産 24,842
百万円

26,228
百万円

26,846
百万円

28,188
百万円

(注) 1. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
2. 期中平均発行済株式数は、自己株式数を控除しております。
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　(9) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　当社の親会社は東京証券取引所一部上場の日本化薬株式会社であります。期

末日現在、同社は当社の株式の66.45％を保有しております。同社の主要な事業

は、機能化学品、医薬品及び自動車用安全部品等の製造・販売であり、当社は

同社に基礎研究を委託し、原材料を購入しております。また、同社より出向者

を13名受け入れております。

　 ② 重要な子会社の状況

名 称 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

デ ジ マ テ ッ ク B. V. 500千ユーロ 100.00％ 資産管理会社

デ ジ マ オ プ テ ィ カ ル
フ ィ ル ム ズ B. V.

20千ユーロ 100.00％ 位相差フィルムの製造・販売

無錫宝来光学科技有限公司 5,900千米ドル 100.00％
偏光フィルム及び液晶プロジ
ェクタ部材の製造・販売

モ ク ス テ ッ ク ,Inc. 26千米ドル 98.16％
無機偏光板及びX線分析装置
部材の製造・販売

ポラテクノ（香港）Co.,Ltd. 3,000千香港ドル 100.00％
偏光フィルム及び液晶プロジ
ェクタ部材の販売

レ イ ス ペ ッ ク Ltd. 1千英ポンド 100.00％
X線分析装置部材の製造・販
売

(注) デジマ オプティカル フィルムズB.V.は、デジマ テックB.V.による間接所有であります。

　(10) 主要な事業内容

事 業 主 要 製 品

光 学 フ ィ ル ム 事 業 偏光フィルム、位相差フィルム

精 密 部 品 事 業 基板フィルム貼合品、無機偏光板、X線分析装置部材
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　(11) 主要な営業所及び工場

名 称 所 在 地

株 式 会 社 ポ ラ テ ク ノ

本 社 新潟県上越市

新 潟 工 場 新潟県上越市

東京事 務 所 東京都千代田区

デ ジ マ テ ッ ク B . V . 本 社 オランダ アーネム市

デ ジ マ オ プ テ ィ カ ル
フ ィ ル ム ズ B . V .

本 社 オランダ アーネム市

無 錫 宝 来 光 学 科 技 有 限 公 司 本 社 中華人民共和国 江蘇省

モ ク ス テ ッ ク , I n c . 本 社 アメリカ合衆国 ユタ州

ポ ラ テ ク ノ ( 香 港 )Co.,Ltd. 本 社 中華人民共和国 香港特別行政区

レ イ ス ペ ッ ク Ltd. 本 社 イギリス バッキンガム州

　(12) 従業員の状況

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

861名 11名

(注) 1. 従業員数は就業人員であります。
2. 臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。

　 ② 当社の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前期末比増減数 平 均 年 齢 平均勤続年数

男 性 258名 △8名 39.4歳 11.9年

女 性 104名 1名 41.2歳 16.1年

合計又は平均 362名 △7名 39.9歳 13.1年

(注) 従業員数には出向受者を含み、出向者及びパートタイマー等を含んでおりません。

　(13) 主要な借入先及び借入額

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2018年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 165,800,000株

(2) 発行済株式の総数 41,450,000株(自己株式115株を含む。)

(3) 当該事業年度末の株主数 2,155名(前期末比437名減)

　(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

日 本 化 薬 株 式 会 社 27,544,000 66.45

株 式 会 社 有 沢 製 作 所 9,280,000 22.38

ドイチェ バンク アーゲー ロンドン ジーピーエフ クライアント オムニー － フル タックス 613 1,649,300 3.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,355,500 3.27

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 44,200 0.10

ノムラピービーノミニーズ ティーケーワンリミテッド 37,200 0.08

中 山 博 34,800 0.08

松 井 証 券 株 式 会 社 32,900 0.07

安 藤 誠 24,300 0.05

岡 計 23,000 0.05

(注) 1. 「持株比率」は自己株式（115株）を控除して計算しております。
2. 「持株比率」のパーセントは小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。

　(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
　(1) 当事業年度末日における新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　(2) 当事業年度中に交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。

　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 森 田 博 美

最高経営責任者(CEO)
ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.董事、モクステック,Inc.取締役
デジマ テックB.V.監督委員、無錫宝来光学科技有限公司董事
長、レイスペックLtd.取締役
日本化薬株式会社顧問

取 締 役 﨑 玉 克 彦
常務執行役員、営業本部長
モクステック,Inc.取締役、ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.董事

取 締 役 白 砂 直 典
常務執行役員、管理本部長、経営企画部分掌
デジマ テックB.V.監督委員

取 締 役 渡 邊 耕 一 執行役員、生産技術本部長、生産技術本部品質保証部長

取 締 役 渋 谷 朋 夫
日本化薬株式会社取締役常務執行役員経営戦略本部長兼研究開
発本部長兼アグロ担当

取 締 役 高 島 幸 男 株式会社有沢製作所顧問

常 勤 監 査 役 大 山 高 明

監 査 役 長 田 啓 子 長田会計事務所所長

監 査 役 井 上 佳 美 日本化薬株式会社執行役員機能化学品事業本部企画部長

監 査 役 太 田 耕 治 株式会社有沢製作所常勤監査役

(注) 1. 監査役井上佳美氏及び太田耕治氏は、2017年６月23日開催の第26期定時株主総会において
新たに選任され、就任いたしました。

2. 2017年６月23日開催の第26期定時株主総会終結の時をもって、平松恒治氏及び飯塚哲朗氏
は辞任により監査役を退任されました。

3. 取締役高島幸男氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
4. 監査役長田啓子氏及び太田耕治氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
5. 監査役長田啓子氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
6. 監査役長田啓子氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
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　(2) 責任限定契約の内容の概要

１)取締役（業務執行取締役等である者を除く）との責任限定契約の概要

当社定款においては、取締役（業務執行取締役等である者を除く）の会社法

第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重過失がな

かったときは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めてお

り、当該規定に基づき非業務執行取締役渋谷朋夫氏および高島幸男氏と責任限

定契約を締結しております。

２)監査役との責任限定契約の概要

当社定款においては、監査役の会社法第423条第１項の責任について、その

職務を行うにつき善意でかつ重過失がなかったときは一定の限度を設ける契約

を締結することができる旨を定めており、監査役井上佳美氏および太田耕治氏

と責任限定契約を締結しております。

　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ６名 １億８百万円（うち社外取締役１名 １百万円）

監査役 ６名 18百万円（うち社外監査役３名 ４百万円）

(注) 1. 上記の取締役の報酬等の総額には、当期中に役員賞与引当金として費用処理した49百
万円を含んでおります。

2. 上記のほか、職務遂行上の対価である財産上の利益の額として次の支払があります。
(1) 使用人兼務取締役の使用人給与相当額１名 ７百万円
(2) 役員社宅の提供 取締役２名 ０百万円

3. 取締役の報酬限度額は、2007年６月26日開催の第16期定時株主総会において、年額３
億円以内と決議いただいております。

4. 監査役の報酬限度額は、2012年６月22日開催の第21期定時株主総会において、年額30
百万円以内と決議いただいております。
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　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 他の法人等の業務執行者の兼任状況
　 該当事項はありません。

　 ② 他の法人等の社外役員の兼任状況

　 該当事項はありません。

　 ③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

　 ④ 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 高 島 幸 男
　
当事業年度開催の取締役会12回中12回に出席し、主に経営的見地か
ら、議案・審議等につき必要な発言を適宜行っております。

社外監査役 長 田 啓 子
　
当事業年度開催の取締役会12回中12回、また監査役会13回中13回に出
席し、税理士としての専門的見地から、議案・審議等につき必要な発
言を適宜行っております。

社外監査役 太 田 耕 治
　
就任後に開催の当事業年度の取締役会10回中９回、また監査役会９回
中８回に出席し、主に経営的見地から、議案・審議等につき必要な発
言を適宜行っております。

⑤ 当社の親会社又は当社の親会社の子会社から当事業年度において役員として

受けた報酬等の総額

　該当事項はありません。
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５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

　新日本有限責任監査法人

　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社定款においては、会計監査人との間で会社法第427条第１項の契約を締結す

ることができる旨を定めております。当該定款に基づき当社が会計監査人と締結

した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

　会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務

を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担する。

　(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 当社の事業年度に係る会計監査人の報酬額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項の業務に係る報酬等の額

32百万円

　 ② 当社及び当社連結子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益の合計額

32百万円

(注) 1. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査及び金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬額を明確に区別することができないため、上記の金額には合計額を
記載しております。

2. 監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報告を受け
た上で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根
拠について確認し、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の
額について同意しております。

　 ③ 重要な連結子会社の計算関係書類の監査を行う者に関する事項

　当社の重要な連結子会社であるデジマ テックB.V.、デジマ オプティカル フ

ィルムズB.V.、無錫宝来光学科技有限公司、モクステック,Inc.、ポラテクノ

(香港)Co.,Ltd.及びレイスペック Ltd.は、当社の会計監査人以外の監査法人の

監査を受けております。

― 14 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月24日 14時15分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている解任事由に

該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の

同意に基づき監査役会が、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が選定

した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し

た旨と解任の理由を報告します。

　なお、上記による他、監査役会は会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、

その必要があると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または

不再任に関する議案の内容を決定します。
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６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体

制」について取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであ

ります。

①当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1)取締役の職務に係る情報の保管及び管理については、文書等の作成、保

存及び廃棄等に関する社内規定または法令に従う。

2)取締役の職務の執行に係る文書等について、取締役および監査役は必要

に応じ閲覧できる。

②当社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制

1)リスク管理委員会を設置する。

2)リスク管理委員会は、リスク管理・責任に関する規定及びリスクカテゴ

リー毎の責任部署を定め、全社的なリスクを総括的に管理し、リスク管

理体制の構築及び運営を行う。また、新たに発生したリスクについては、

速やかに責任部署を定める。

3)内部監査室はリスク管理に関する監査を行う。

③当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)事業計画を策定し、達成すべき目標を明確化するとともに、取締役会を

毎月開催するほか、必要に応じ適宜開催する。

2)業務の迅速化と透明性を明確にすることを目的として、執行役員制度を

採用する。

3)経営会議規定に定める事項については経営会議において定期的に審議す

る。

4)取締役会における決定及び経営会議における審議結果による業務執行に

ついては、職務権限に係る規定に基づき、責任者並びにその職務の範囲

及び責任権限を定める。

④当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制

1)ポラテクノ行動憲章・行動基準を制定し、取締役及び使用人に徹底する。

2)コンプライアンス委員会を設置する。

3)コンプライアンス委員会は、コンプライアンス行動計画を策定し実施す

る。

4)取締役及び使用人に対しコンプライアンス教育研修を実施し、コンプラ

イアンスに対する知識を高め、それを尊重する意識を高める。

5)内部監査室は、コンプライアンス委員会と連携し法令等の遵守状況を監

査する。
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6)法令・社内規定上疑義のある行為について、使用人が直接情報提供を行

う手段としてホットラインを設置し、運営する。

7)反社会的勢力に対して、組織全体として毅然とした態度で臨み、一切の

関係を持たない。

8)法令・社内規定に違反する行為については就業規則に従って対応する。

⑤当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確

保するための体制

1)当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関す

る体制

　 各子会社は業務執行状況・財務状況等を定期的に報告する。

2)当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　 各子会社においてリスク管理体制を構築し、それを維持する。

3)当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

各子会社の事業運営につき、必要に応じ子会社との会議を企画し、意志

の疎通を図る。

　 各子会社が重要な経営判断をしようとする場合には、当社と協議する。

4)当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制

各子会社で通報制度の整備、研修の実施等、当社に準じたコンプライア

ンス体制を構築、運用する。

⑥当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

1)監査役は、監査業務に必要な事項を内部監査室もしくは管理本部総務部

職員に依頼することができる。

2)監査役より監査業務に必要な依頼を受けた職員は、その依頼に関して、

取締役の指揮命令を受けない。

⑦当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他

の監査役への報告に関する体制並びに報告をした者が当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

1)監査役は、経営会議などの重要な会議に出席し、意見を述べることがで

きる。

2)当社及び各子会社の取締役及び使用人は、当社及び各子会社に重大な損

失を与える事象が発生し又は発生する恐れがあるとき、取締役及び使用

人が違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役が報告すべきも

のと定めた事象が発生したときは、当社の監査役に報告する。
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3)内部監査室は、監査の結果を監査役に報告する。

4)当社は、当社の監査役及び当社が定めた内部通報窓口へ報告を行った当

社及び当社子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理

由として不利な取り扱いを行うことを禁止する。

⑧その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)取締役及び使用人は、監査役から会社情報の提供を求められたときは遅

滞無く提供できるようにするなど、監査役監査の環境を整備するよう努

める。

2)監査役は代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、併せて内部監査

室との連携を図る。

3)監査役は、監査の実施にあたり、必要に応じて会社の費用で法律・会計

その他の専門家を活用することができる。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況について

当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況は、以

下のとおりであります。

①当社は、当事業年度において取締役会を12回開催し、経営の基本方針のほか、

経営及びコンプライアンスに関する重要事項の決定を行っております。更に、

常勤取締役及び各本部長で構成される経営会議を原則月２回開催し、詳細な

業績報告と分析、業務執行の具体的な内容について審議を行っております。

②監査役は、当事業年度において監査役会を13回開催するとともに、取締役会、

経営会議、その他の重要な会議に参加し、法令、定款に反する行為や株主利

益を侵害する決定の有無について監査を行っております。また、監査役は、

取締役・内部監査室、会計監査人等との情報・意見交換を通じて連携を図り、

内部統制システムの構築・運用状況等について、効果的な監査を行っており

ます。

③ポラテクノ行動憲章・行動基準を制定し、取締役・使用人が法令及び定款に

則って行動するよう徹底しております。また、コンプライアンス意識の徹底

を図るべく定期的な研修を実施しております。

　(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

　(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主への利益還元を経営上の最重要課題と位置付けており、

企業体質強化及び将来の事業展開のための内部留保を充実しつつ、弾力的に利益

配当を実施してまいります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2018年３月31日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 28,837,343 流 動 負 債 3,865,825

現 金 及 び 預 金 17,859,989 支払手形及び買掛金 1,899,921

受取手形及び売掛金 4,402,259 未 払 金 819,194

有 価 証 券 984,170 未 払 法 人 税 等 430,355

商 品 及 び 製 品 1,645,973 繰 延 税 金 負 債 3,230

仕 掛 品 1,299,717 賞 与 引 当 金 239,134

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,768,701 役 員 賞 与 引 当 金 51,209

繰 延 税 金 資 産 289,390 そ の 他 422,779

そ の 他 602,648 固 定 負 債 587,001

貸 倒 引 当 金 △15,508 繰 延 税 金 負 債 413,539

固 定 資 産 10,831,902 退職給付に係る負債 163,521

有形固定資産 8,804,395 資 産 除 去 債 務 5,007

建 物 及 び 構 築 物 4,631,637 そ の 他 4,932

機械装置及び運搬具 2,526,223 負 債 合 計 4,452,826

工具、器具及び備品 291,960 （純資産の部）

土 地 876,696 株 主 資 本 34,777,527

建 設 仮 勘 定 477,876 資 本 金 3,095,125

無形固定資産 1,852,288 資 本 剰 余 金 2,823,147

の れ ん 1,234,372 利 益 剰 余 金 28,859,309

特 許 権 278,549 自 己 株 式 △54

そ の 他 339,365 その他の包括利益累計額 300,292

投資その他の資産 175,219 為 替 換 算 調 整 勘 定 474,510

出 資 金 72,000 退職給付に係る調整累計額 △174,218

繰 延 税 金 資 産 16,672 非 支 配 株 主 持 分 138,599

そ の 他 89,690

貸 倒 引 当 金 △3,143 純 資 産 合 計 35,216,419

資 産 合 計 39,669,246 負 債 純 資 産 合 計 39,669,246

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 21,201,867

売 上 原 価 12,467,699

売 上 総 利 益 8,734,168

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,894,344

営 業 利 益 2,839,823

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,051

そ の 他 29,472 37,524

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,206

為 替 差 損 122,723

そ の 他 3,149 127,079

経 常 利 益 2,750,268

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 437 437

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,513 10,513

税金等調整前当期純利益 2,740,192

法人税、住民税及び事業税 745,564

法 人 税 等 調 整 額 △39,334 706,229

当 期 純 利 益 2,033,963

非支配株主に帰属する当期純利益 9,976

親会社株主に帰属する当期純利益 2,023,986

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2017 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,095,125 2,825,119 27,457,071 △54 33,377,261

連結会計年度中の変動額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △1,972 △1,972

剰 余 金 の 配 当 △621,748 △621,748

親会社株主に帰属する当期純利益 2,023,986 2,023,986

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △1,972 1,402,238 － 1,400,266

2018 年 ３ 月 31 日 残 高 3,095,125 2,823,147 28,859,309 △54 34,777,527

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計為 替 換 算

調 整 勘 定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

2017 年 ４ 月 １ 日 残 高 746,519 △208,973 537,546 129,196 34,044,004

連結会計年度中の変動額

非支配株主との取引に係る親会社の持分変動 △1,972

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △621,748

親会社株主に帰属する当期純利益 　 　 　 　 2,023,986

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額(純額) △272,008 34,754 △237,253 9,402 △227,851

連結会計年度中の変動額合計 △272,008 34,754 △237,253 9,402 1,172,414

2018 年 ３ 月 31 日 残 高 474,510 △174,218 300,292 138,599 35,216,419

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

〔継続企業の前提に関する注記〕

　該当事項はありません。

〔連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等〕

1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称 デジマ テックB.V.

デジマ オプティカル フィルムズB.V.

無錫宝来光学科技有限公司

モクステック,Inc.

ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.

レイスペック Ltd．

　 連結の範囲から除外している子会社はありません。

なお、レイスペック Ltd.の全株式を取得したため、当連結会計年度より連結の範

囲に含めております。

2. 持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社であるデジマ テックB.V.、デジマ オプティカル フィルムズB.V.、無

錫宝来光学科技有限公司、モクステック,Inc.及びポラテクノ(香港)Co.,Ltd.の決算

日は12月31日であります。その他の連結子会社の決算日は連結会計年度と一致して

おります。

　なお、連結計算書類の作成に当たっては12月31日を決算日とする連結子会社は、

連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
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4. 会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ取引により生じる債権及び債務

　 時価法

　 ③ たな卸資産

　 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産

　当社は定率法。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。なお、在外子会社は定額法を採用しております。

　 ② 無形固定資産

　定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（主として５年）に基づく定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権につきましては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。

　 ③ 役員賞与引当金

　当社は、役員に対して支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当連

結会計年度負担額を計上しております。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月24日 14時15分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非

支配株主持分に含めております。

　(5) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（５年～

６年）で均等償却しております。

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 ① 退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　 ② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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〔連結貸借対照表に関する注記〕

有形固定資産の減価償却累計額 18,051,787千円

〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕

1. 当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数 41,450,000株

2. 新株予約権等に関する事項

会社名 内 訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数 当連結会計
年度末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増 加 減 少
当連結

会計年度末

当社 ― ― ― ― ― ― ―

子会社(注) ― ― ― ― ― ― ―

合 計 ― ― ― ― ―

(注) 連結子会社のモクステック,Inc.は、ストック・オプションを発行しておりますが、米国基準
により会計処理しているため、新株予約権の残高はありません。

3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2017年６月23日
定時株主総会

普通株式 310,874 7.50 2017年３月31日 2017年６月26日

2017年11月６日
取締役会

普通株式 310,874 7.50 2017年９月30日 2017年12月１日

4. 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの

　2018年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。

決 議 株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当の
原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 310,874
利益剰余

金
7.50 2018年３月31日 2018年６月25日
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〔金融商品に関する注記〕

1. 金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行い、

また、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針としております。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、社内規定に従い、取引先の信用調査、取引先別の期日管

理及び残高管理を行うことによりリスク低減を図るとともに、回収遅延債権につ

いては、個別に把握及び対応を行う体制としております。

　有価証券は、安全運用に係る短期のもの（マネー・マネジメント・ファンド）

であり、リスクの低いものに限定しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　2018年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は次のとおりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額(*)

時価(*) 差額

(1)現金及び預金 17,859,989 17,859,989 －

(2)受取手形及び売掛金 4,402,259 4,402,259 －

(3)有価証券

　その他有価証券 984,170 984,170 －

資産計 23,246,419 23,246,419 －

(4)支払手形及び買掛金 1,899,921 1,899,921 －

負債計 1,899,921 1,899,921 －

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項
(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(3) 有価証券
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(4) 支払手形及び買掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

　

〔賃貸等不動産に関する注記〕

　該当事項はありません。

〔１株当たり情報に関する注記〕

1. １株当たり純資産額 846円27銭

2. １株当たり当期純利益 48円82銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

　該当事項はありません。

〔その他の注記〕

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2018年３月31日現在)

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 21,724,968 流 動 負 債 3,836,849

現 金 及 び 預 金 12,996,706 支 払 手 形 194,459

受 取 手 形 58,814 買 掛 金 2,163,688

売 掛 金 4,154,924 未 払 金 592,209

商 品 及 び 製 品 1,059,676 未 払 費 用 66,683

仕 掛 品 1,233,305 未 払 法 人 税 等 332,444

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,045,766 前 受 金 1,354

前 払 費 用 22,967 預 り 金 34,898

繰 延 税 金 資 産 192,762 賞 与 引 当 金 239,134
1 年 内 回 収 予 定 の
関係会社長期貸付金

123,994 役 員 賞 与 引 当 金 51,209

未 収 消 費 税 等 412,905 設 備 関 係 支 払 手 形 60,739

そ の 他 432,685 そ の 他 100,029

貸 倒 引 当 金 △9,539 固 定 負 債 30,658

固 定 資 産 10,330,898 繰 延 税 金 負 債 8,926

有形固定資産 4,378,325 退 職 給 付 引 当 金 16,725

建 物 2,787,569 資 産 除 去 債 務 5,007

構 築 物 183,273 負 債 合 計 3,867,508

機 械 及 び 装 置 558,961 （純資産の部）

車 両 運 搬 具 8,755 株 主 資 本 28,188,358

工具、器具及び備品 213,158 資 本 金 3,095,125

土 地 570,276 資本剰余金 2,761,941

建 設 仮 勘 定 56,329 資 本 準 備 金 2,761,941

無形固定資産 126,359 利益剰余金 22,331,346

特 許 権 537 利 益 準 備 金 168,116

ソ フ ト ウ エ ア 48,009 そ の 他 利 益 剰 余 金 22,163,230

そ の 他 77,812 圧 縮 記 帳 積 立 金 16,606

投資その他の資産 5,826,213 別 途 積 立 金 19,700,000

関 係 会 社 株 式 4,852,967 繰 越 利 益 剰 余 金 2,446,624

出 資 金 72,000 自 己 株 式 △54

関 係 会 社 出 資 金 525,500

関係会社長期貸付金 189,254

長 期 前 払 費 用 1,265

前 払 年 金 費 用 103,733

そ の 他 85,014

貸 倒 引 当 金 △3,522 純 資 産 合 計 28,188,358

資 産 合 計 32,055,867 負 債 純 資 産 合 計 32,055,867

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 16,474,423

売 上 原 価 12,138,099

売 上 総 利 益 4,336,323

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,752,121

営 業 利 益 1,584,202

営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,007

受 取 配 当 金 904,743

そ の 他 19,008 926,759

営 業 外 費 用

支 払 利 息 292

為 替 差 損 72,320

そ の 他 2,972 75,585

経 常 利 益 2,435,376

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 436 436

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,352 10,352

税 引 前 当 期 純 利 益 2,425,460

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 465,506

法 人 税 等 調 整 額 △3,601 461,904

当 期 純 利 益 1,963,555

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 資 本 剰 余 金 合 計 利 益 準 備 金

2017 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,095,125 2,761,941 2,761,941 168,116

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　

圧縮記帳積立金の取崩 　 　 　 　

別 途 積 立 金 の 積 立 　 　 　 　

当 期 純 利 益 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － －

2018 年 ３ 月 31 日 残 高 3,095,125 2,761,941 2,761,941 168,116

株 主 資 本

純資産
合 計

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

2017 年４月１日残高 17,919 18,700,000 2,103,503 20,989,539 △54 26,846,550 26,846,550

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △621,748 △621,748 △621,748 △621,748

特別償却準備金の取崩 　 　 　

圧縮記帳積立金の取崩 △1,313 － 1,313 － － －

別途積立金の積立 　 1,000,000 △1,000,000 － 　 － －

当 期 純 利 益 　 　 1,963,555 1,963,555 　 1,963,555 1,963,555

事業年度中の変動額合計 △1,313 1,000,000 343,121 1,341,807 － 1,341,807 1,341,807

2018 年３月 31 日残高 16,606 19,700,000 2,446,624 22,331,346 △54 28,188,358 28,188,358

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

〔継続企業の前提に関する注記〕

　該当事項はありません。

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　 子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

　(2) デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

　 時価法

　(3) たな卸資産

　 主として総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　定率法。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　(2) 無形固定資産

　定額法。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事

業年度に見合う分を計上しております。

　(3) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。
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　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　(2) 消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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〔貸借対照表に関する注記〕

1. 有形固定資産の減価償却累計額 10,913,021千円

2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、

次のとおりであります。

関係会社に対する短期金銭債権 3,405,309千円

関係会社に対する長期金銭債権 189,254千円

関係会社に対する短期金銭債務 976,086千円

〔損益計算書に関する注記〕

1. 関係会社に対する売上高 11,725,974千円

2. 関係会社からの仕入高 9,159,285千円

3. 関係会社とのその他の営業取引高 4,565,359千円

4. 関係会社との営業取引以外の取引高 924,891千円

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕

　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 115 － － 115
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〔税効果会計に関する注記〕

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

たな卸資産評価損 49,056千円

賞与引当金 72,840千円

貸倒引当金 3,978千円

関係会社株式評価損 19,306千円

未払事業税 22,379千円

繰延収益 32,877千円

その他 23,101千円

小計 223,539千円

評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 223,539千円

繰延税金負債

退職給付引当金（前払年金費用） 31,597千円

その他 8,106千円

繰延税金負債合計 39,703千円

繰延税金資産（負債）の純額 183,836千円

(注) 当事業年度における繰延税金資産（負債）の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 192,762千円

固定負債－繰延税金負債 8,926千円

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕

　 該当事項はありません。
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〔関連当事者との取引に関する注記〕

1. 子会社及び関連会社等

種類
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
（千円）

子会社
デジマ テック
B.V.

100.00
資金の貸付
役員の兼任

貸付金の返済 124,744
関係会社
長期貸付金

313,248

貸付金の利息 1,882 　 ― ―

子会社
モ ク ス テ ッ
ク,Inc.

100.00
原材料の仕入
役員の兼任

原材料の仕入 2,147,386 買掛金 153,423

子会社
無錫宝来光学
科技有限公司

100.00
商品の仕入
原材料の支給
役員の兼任

商品の仕入 5,658,668 買掛金 506,189

原材料の支給 4,049,214 未収金 413,259

子会社
ポラテクノ(香
港)Co.,Ltd.

100.00
製品の売上
役員の兼任

製品の売上 11,712,301 売掛金 2,846,530

(注) 1. 輸出入取引のため、取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。
2. 取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 仕入及び販売価格等につきましては、市場価格を勘案して適宜価格交渉の上、決定して

おります。
(2) 貸付金の金利につきましては、６ヶ月LIBORにスプレッドを加えた率にて算出しておりま

す。

〔１株当たり情報に関する注記〕

1. １株当たり純資産額 680円06銭

2. １株当たり当期純利益 47円37銭

〔重要な後発事象に関する注記〕

　該当事項はありません。

〔その他の注記〕

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2018年５月16日

株式会社 ポラテクノ

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 江 島 智 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 栄 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ポラテクノの

2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記

表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
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立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者

によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ポラテクノ及び連結子会社からなる

企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

2018年５月16日

株式会社 ポラテクノ

　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 江 島 智 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 清 水 栄 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ポラテク

ノの2017年４月１日から2018年３月31日までの第27期事業年度の計算書類、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ

の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証

拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、

不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
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見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の

作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2017年４月１日から2018年３月31日までの第27期事業年度の取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本

監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を

閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま

した。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交

換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条

第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該

決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要

に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行

が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に

掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められま

せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

　 2018年５月22日

株式会社ポラテクノ 監査役会

常 勤 監 査 役 大 山 高 明 ㊞

社 外 監 査 役 長 田 啓 子 ㊞

監 査 役 井 上 佳 美 ㊞

常 勤 監 査 役 太 田 耕 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案 剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。

　 1. 期末配当に関する事項

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題として位置付け、

内部留保を充実しつつ、業績に応じた弾力的な利益配当を実施していくことを

基本方針としております。

　当期の期末配当につきましては、当期の収益状況等を勘案し、１株につき

7.50円とさせていただきたいと存じます。

　これにより、当期の年間配当金は、先に実施しました中間配当金7.50円を含

め、１株につき15.00円となります。

　 (1) 配当財産の種類

　 金銭

　 (2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金7.50円 総額310,874,138 円

　 (3) 剰余金の配当が効力を生ずる日

　 2018年６月25日

　 2. 剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、企業体質の強化及び将来の事業展開のため、

以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

　 (1) 増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 1,500,000,000円

　 (2) 減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 1,500,000,000円

― 42 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月24日 14時15分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　 第２号議案 取締役５名選任の件

　本株主総会終結の時をもって取締役６名が任期満了となりますので、取締役

５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

（重任）

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

１

さき たま かつ ひこ

﨑 玉 克 彦
(1957年９月17日生)

1981年４月 日本化薬㈱入社

9,600株 なし

2006年２月 台湾日化股份有限公司董事

2006年８月 日本化薬㈱機能化学品事業本部企画

室長

2007年６月 当社監査役

2010年６月 当社管理本部総務部長

当社取締役執行役員

2011年６月 モクステック,Inc.取締役（現任）

当社開発本部長

2013年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

当社経営統括室長

2014年６月 当社管理本部長

2015年６月 デジマ テックB.V.監督委員

2016年６月 当社営業本部長（現任）

ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.董事（現

任）

２

しら すな なお すけ

白 砂 直 典
(1956年８月27日生)

1979年４月 日本化薬㈱入社

1,300株 なし

1997年６月 当社監査役

2004年８月 日本化薬㈱機能化学品事業本部企画

室企画担当主管

2007年３月 当社営業本部管理部統括

2007年７月 当社営業管理部統括

2008年６月 当社営業本部営業管理部統括

2010年１月 ポラテクノ(香港)Co.,Ltd.董事兼総

経理

2012年６月 当社物流本部生産管理部長

当社物流本部資材部長

2013年６月 当社取締役執行役員

当社物流本部長

2016年６月 当社取締役常務執行役員（現任）

当社管理本部長（現任）

デジマ テックB.V.監督委員（現任)

2017年５月 当社品質保証部長
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

３

わた なべ こう いち

渡 邊 耕 一
(1959年６月27日生)

1982年３月 ㈱有沢製作所入社

600株 なし

2005年４月 当社生産本部第一技術部グループリ

ーダー

2007年１月 当社生産本部第一技術部統括補佐

2007年６月 当社第一技術部統括

2009年４月 当社開発本部第三開発部統括

2009年10月 当社開発本部第二開発部統括

2010年６月 当社開発本部第二開発部長

2012年９月 当社開発本部品質保証部長

当社品質保証部品質保証担当主管

2013年６月 当社執行役員（現任）

当社生産本部長

当社生産本部製造部長

2013年11月 当社生産本部施設部長

2014年６月 当社取締役（現任）

2014年７月 無錫宝来光学科技有限公司董事

2017年６月 当社生産技術本部長（現任）

当社生産技術本部品質保証部長（現

任）

４

しぶ や とも お

渋 谷 朋 夫
(1957年12月15日生)

1980年４月 日本化薬㈱入社

700株 なし

2004年９月 台湾日化股份有限公司董事

2005年９月 日本化薬㈱経営戦略本部広報IR部長

2006年２月 同社経営戦略本部経営企画部長

2006年３月 当社監査役

2007年９月 ライフスパークInc.取締役副社長

2010年４月 同社取締役相談役

2010年６月 同社取締役

日本化薬㈱経営戦略本部経営企画部

長

当社補欠監査役

2012年６月 当社取締役（現任）

2013年６月 日本化薬㈱執行役員

2017年６月 同社取締役常務執行役員（現任）

同社経営戦略本部長（現任）

同社研究開発本部長（現任）

同社アグロ事業担当（現任）
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５

たか しま ゆき お

高 島 幸 男
(1949年10月30日生)

1972年３月 ㈱有沢製作所入社

0株
あり
注記１
参照

1996年７月 同社第一製造部統括

1998年６月 同社取締役

2001年６月 同社常務取締役

2003年６月 同社常務取締役常務執行役員

アリサワファイバーグラス㈱代表取

締役社長

2005年６月 ㈱有沢製作所取締役常務執行役員

2014年６月 同社取締役専務執行役員

2015年６月

2015年６月

当社取締役（現任）

㈱有沢製作所顧問（現任）

(注) 1. 取締役候補者高島幸男氏は㈱有沢製作所の顧問を兼務しており、当社は同社との間に製品
販売、委託加工及び原材料仕入の取引があります。

2. 取締役候補者高島幸男氏は、社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。

高島幸男氏につきましては、長年に渡り㈱有沢製作所に勤務して培われた専門的な知識・
経験等を、取締役に就任された場合に当社の経営にいかしていただくため、社外取締役と
して選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本株主総会終結の時をもって３年となります。

　

4. 当社は渋谷朋夫氏および高島幸男氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結しており、渋谷朋夫氏および高島幸男氏が再任された場合には、当該契約
を継続する予定であります。

　 （責任限定契約の内容）
　 非業務執行取締役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その職務

を行うにつき善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める額を
限度として損害賠償責任を負う。
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　 第３号議案 監査役２名選任の件

　本株主総会終結の時をもって監査役大山高明氏及び長田啓子氏が任期満了と

なりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

（重任）

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

１

おさ だ けい こ

長 田 啓 子
(1949年４月15日生)

1984年11月 税理士登録

0株 なし

1990年10月 長田会計事務所所長（現任）

2005年６月 東京税理士会理事

2005年６月 ㈱ケー・エフ・シー監査役

2006年６月 当社監査役（現任）

（新任）

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社
の株式数

当社との
特 別 の
利害関係

２

ひろ つ かつ み

弘 津 克 巳
(1957年４月10日生)

1981年４月 日本化薬㈱入社

0株 なし

2001年６月 同社広報IR室秘書グループ長

2005年６月 同社グループ管理本部人事部勤労福

祉担当主管

2008年８月 同社グループ管理本部経理部財務担

当主管

2012年６月 招遠先進化工有限公司董事兼総経理

2014年６月 日本化薬㈱監査部長（現任）

　（注）1. 監査役候補者長田啓子氏は、社外監査役候補者であります。
2. 社外監査役候補者の選任理由は、以下のとおりであります。

長田啓子氏につきましては、税理士として培われた専門的な知識・経験等を、監査役に就
任された場合に当社の監査体制にいかしていただくため、社外監査役として選任をお願い
するものであります。
また、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与したことはありま
せんが、上記の理由により、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断
しております。
なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本株主総会終結の時をもって12年となります。

3. 長田啓子氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。
4. 当社は長田啓子氏および弘津克巳氏の選任が承認された場合、長田啓子氏および弘津克巳

氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。
　 （責任限定契約の内容）
　 監査役が任務を怠ったことにより当社に損害を与えた場合において、その任務を行うにつ

き善意でかつ重大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める額を限度として
損害賠償責任を負う。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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交通のご案内

○電車の場合

　北陸新幹線上越妙高駅下車

　えちごトキめき鉄道乗換

　高田駅下車　徒歩３分

○お車の場合

　北陸自動車道上越高田インターより　15分

Ｎ

Ｓ

株主総会会場ご案内図

会場 新潟県上越市本町五丁目１番11号

アートホテル上越

電話（025）524－0100
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